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2交代制で24時間稼働する工場部門では、手組みなど
の細かい手作業工程を担う女性従業員も多く、夜勤を
含め、性別にかかわらず同じような立場で仕事をして
います。このような事業の中で、女性の育児休業が定
着してきた現在、男性の育児休業の取得推進へ取り組
んでいます。独自の休暇制度や、代替要員の強化制度
も活用しながら、さらなる両立支援の強化を図ってい
きます。
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独自制度を活用しながら
男性の育児休業を促進

ジェコー株式会社
case 04 製造業

●利用した制度：育児休業（5日間）　
●取得した経緯
最近「イクメン」という言葉を聞くようになり、もともと子育て
は昔のように女性だけの仕事ではないと意識していました。
とはいえ、自社で男性が育児休業を取得できること自体把
握しておらず、自分自身が取得することまでは考えていま
せんでした。しかし、3人目となる子どもが生まれるにあたっ
て、会社の人事担当者から育児休業取得を勧められ、妻に
相談したところ、「休業が取れるのであれば取ってほしい」と
言われ、取得を決めました。

人事や同僚から背中を押されて
人事担当者の勧めで5日間の育児休業を取得することに
なったものの、自分の業務はITサーバーの管理で、普段は
自分を含め2人で担当していたため、もう1人の担当者に負
担をかけてしまうことが心配でした。また、取得者第1号と
なるのは勇気がいることで、緊張もしました。実際にその
担当者に事前に相談したところ、快く受け入れてくれて背中
を押してくれたことが、気持ちよく取得できたことにつなが
りました。

育児休業中の心の葛藤を乗り越えて、意義ある育児休業に
休業中は、主に上の子ども2人の世話や、買い物、時には
料理を担当しましたが、仕事から離れると、自分が取り残さ
れたような気がして不安になりました。何かあれば連絡が
来ることになっていましたが、1回もなく、安心した一方で
寂しい気持ちもありました。
育児休業を取得した意義は、妻の普段の1日の様子がわかっ
たことでした。実際に自分が経験してみて、いかに毎日家
事に追われているかわかりました。正直、こんなに大変だと
は思っていませんでした。その経験を生かして、以前よりも、
土日の家事を手伝うようにしています。
また、社内でもこの経験を周りに広めたいと思い、同じよう
な立場の同僚がいれば、取得を勧めています。自分に続い
て男性の育児休業取得者が2例目、3例目と続いたので、第
1号取得者として、良い役目を果たせたと考えています。
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自動車部品を製造する当社では、製品は比較的軽量で、
組み立てなどの軽作業が中心となります。工場は夜勤を
含めた2交代制で24時間稼働しており、女性従業員も従
事していたため、当社では1992年頃から労働組合を交え
て従業員の両立支援に取り組んできました。
制度整備開始当初は、女性従業員が育児休業を取るも
のの、その約3割が育児理由などにより退職してしまい、
まだ制度としての理解が不足していました。その後、短
時間勤務制度の導入や働く女性への理解が得られるよ
うになり、ここ10年間は、育児を理由とする退職者はほ
とんどいません。ほぼ全員が育児休業取得後に復職し
ています。

女性の育児休業取得者の実績が順調に伸びてきた一方で、
男性の育児休業取得は、当社にとって大きな課題でした。
男性取得者第1号が出たきっかけは偶然でした。「どうした
ら男性の育児休業取得者を出せるか」と立ち話をしていた
ところ、自部署の男性従業員の配偶者が臨月であること
を知り、「5日でも良いから」と人事から育児休業の取得を
勧めたのです。男性従業員は快く承諾してくれ、5日間で
すが育児休業を取得してもらいました。
その後も男性の育児休業取得を促進するため、上記第
1号取得者へのインタビューを実施して社内報に掲載し、
周知を図りました。その甲斐もあり、2例目には技術・管
理部門の従業員、3例目には製造部門の従業員と続いて
いきました。2例目、3例目に共通するのは社内結婚であり、
女性従業員側からの助言があったことでした。
一般に男性従業員にとって、「育児休業を取得したい」とは、
なかなか言い出しにくいようです。特に第1号となる従業
員にとってはなおさらなので、定着するまでは人事が勧め
ることは重要な役割だと考えています。

当社における育児・介護休業、育児・介護短時間勤務制度
は法定通りですが、会社独自の制度として、60日間の「保
存休暇制度」があります。有給休暇の有効期間である2年
を超えてもまだ日数が残っている場合、60日分は保存し
て使える制度で、使用目的には育児・介護も含まれており、
女性・男性にかかわらず、育児休暇にはまずこの保存休暇
を当てることが可能です。この制度は、無給となる育児休
業の取得をためらう従業員に取得を勧めるために、有用
な制度となっています。
また、代替要員の対策として、1人が多くの業務に対応で
きるスキルの高い人材を育てる「リリーフ制度」の推進にも
取り組んでいます。
今後はこのような制度を生かして、さらなる両立支援を
図っていきたいと考えています。

周りからの勧めで育児休業取得を決意〜
意義ある育児休業期間に

労使交渉を通じて、
両立支援制度を整備〜定着へ

人事や女性従業員からのアシストにより
男性の育児休業取得を促進

独自の休暇制度やリリーフ制度を通じてさら
なる推進を

特徴的な制度と取組み

従業員の声

●男性による育児休業取得のために人事部門や配
偶者からのアシスト。

●好事例を社内に掲載することにより周知に取り
組む。

●自社独自の制度を活用することにより、さらな
る推進を図る。
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